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１．はじめに 
 
現在、我が国では他国に例を見ない急速な高齢

化が進んでおり、2015年には国民の４人に１人が6
5歳以上の高齢者となる本格的な高齢化社会を迎え
ることになる。新潟県長岡市のような地方都市で
は、モータリゼーションの進展により公共交通機
関の利用者は減少している。2002年に改正道路運
送法が施行に伴い、路線バスに対する需給調整の
廃止によって参入および撤退が原則自由になった。
バス・タクシー事業で採算を取りやすい大都市圏
とは違い、地方都市では公共交通機関の利用者が、
私的交通手段を持たない中高生の通学や高齢者や
障害者等の交通弱者に限定されるため、採算性が
低く、サービスレベルの低下や赤字路線の廃止が
進み、交通弱者の移動手段を確保することが困難
になりつつある。今後、このような社会情勢の中
で、高齢者のライフスタイルが多様化するに従っ
て、交通需要が現在よりも増加するものと考えら
れる。高齢者が社会の中で孤立することなく、自
立した生活を営むにあたって移動手段の確保は欠
かせないことであり、高齢者対応型公共交通サー
ビスとしてDRT(Demand Responsive Transit)導入
の必要性が高まっている。 
そこで本研究では、利用者のニーズに即した交

通サービスを提供するために、高齢者の交通行動
を明確にしたうえで、交通特性に影響を与える要
因を定量的に把握し、DRTの導入可能性についての
考察を行うことを目的とする。 
 
２．高齢者交通行動の調査結果 
 
（１）調査の概要 
これまでに行った基礎研究では、平成11年度長

岡都市圏新都市OD調査データを用いて交通行動分
析を行い、高齢者の交通行動には移動制約や自動
車等の私的交通手段の保有だけでなく、居住特性
も影響を与えていることを確認した。そこで本研
究では新潟県長岡市域から特性の異なる４つの地
域を抽出し、高齢者の移動能力や具体的な目的地

等、詳細な交通行動実態を把握するためにアンケ
ート調査を実施する。 
調査の内容を表-１に示す。調査方法は調査員

（研究室学生）が直接訪問し、その場でヒアリン
グ形式にて個人属性や前日の外出状況に回答して
もらう。その後回答者に残り６日分の外出情況調
査票を預け、１週間後の回収時に誤回答がないか
確認したうえで回収した。ヒアリング形式にする
ことで回答者が自分で記入する負担を軽減するこ
とだけでなく、設問の意味が分からない場合には
その場で調査員に質問できるため、未記入や誤回
答を防ぐ効果が期待できる。 
１日以上の外出状況を記録した有効回答数は250

部でその内、外出状況を１週間全て記録した回答
者数は161人であった。 
 

表-１ 調査の内容 

項目 主な内容 

個人属性 
年齢、性別、家族構成、 
自動車の保有状況、身体能力 

自動車の運転状況 運転能力、自動車の利用頻度 

外出行動 
交通手段を利用する理由、 
公共交通手段の満足度 

１週間の外出状況 
調査開始日から１週間の外出状況
（目的、目的地移動手段） 

１ヶ月の外出状況 目的ごとの外出頻度、移動状況 

DRTの利用意向 
利用料金や運行頻度などの 
サービスレベルごとの利用意向 

 
表-２ 調査対象地域の概要 

地域名 特徴 

中心部 
長岡市民の約３分の１が住む地域であり、 
人口密度も他の地域に比べ著しく高い。 
ＪＲ長岡駅への距離も近い中心市街地。 

西部 
土地区画整理事業等で人口の増加がみられ
るが、一部地域で過疎化・高齢化が進行し
ている。バス路線は比較的充実している。 

南部 
郊外に位置するが、鉄道やバスなどの 
公共交通機関が整備されている。 

北部 
農村集落で人口減少による集落活力の低下
がみられる。バスのサービスレベルが低い
地域。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-１ 調査対象地域 

 

（２）トリップ数と代表交通手段 
図-２に年齢、性別ごとの１日当たりの平均トリ

ップ数と代表交通手段を示す（ただし図中の括弧
内の数字はサンプル数である）。男性では70代後
半になると自動車での移動が減少し、75歳～79歳
では徒歩や自転車で行動しているが、80歳以上だ
と移動能力の低下からか徒歩や自転車での移動が
減少していることがわかる。女性では70代になる
と大きく減少しているが、これは自動車の利用が
減少し、その後は徒歩や自転車でのトリップ数が
減少している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-２ 属性別平均トリップ数と代表交通手段 

 
図-３から図-６は居住地別の交通手段を移動距

離ごとに示したものである。まず移動距離が１km
未満の場合は徒歩や自転車での移動が大半を占め
ているが、北部では郊外のためか自動車の移動が
多い。これには自宅近くの畑へ行くための自動車
利用が含まれているため、これらを除くと基本的
には徒歩・自転車が多い。次に１km～２km未満の 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-３ 居住地域別の交通手段（１km未満） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-４ 居住地域別の交通手段（１km～２km未満） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-５ 居住地域別の交通手段（２km～５km未満） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-６ 居住地域別の交通手段（５km以上） 
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移動では中心部では依然、徒歩・自転車が大半を
占めているのに対して、その他の地域では自動車
利用が増加している。２km～５km未満の移動にな
ると中心部・西部では自動車利用がおよそ半分を
占めるようになるが、南部や北部の郊外になると
約70％を占めるようになる。そして移動距離が 
５km以上になると全ての地域で自動車の利用が大
半を占めるようになると同時に、中心部以外では
バスが20％前後だが使われている。 
図-７には居住地域ごとの交通手段を自動車の運

転免許の保有状況別で示したものである。自動車
運転免許を保有するグループでは居住地域が違っ
ても自動車による移動の回数には顕著な差はみら
れずトリップ数に影響を与える要因は徒歩や自転
車での移動となっている。また、西部と北部では
自動車の移動がおよそ８割と極めて自動車への依
存が高いことが確認できる。その一方、自動車運
転免許を保有しないグループをみると居住地域が
中心部では市街地であり、商店や病院が近くにあ
るため徒歩・自転車での移動が多いが、最も郊外
である北部では人の運転する自動車に同乗しての
移動がおよそ半分を占めている。これらのことか
ら居住地域がトリップ数に大きな影響を与えてお
り、運転免許のない郊外居住者で特にDRTのニーズ
が高いと考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-７ 居住地域ごとの代表交通手段 

（運転免許保有別） 

 
３．DRTの利用意向 
 
（１）DRT利用意向の特性分析 
図-８に行動目的ごとのDRT利用意向割合を表す。

なお、アンケート調査を行った際の実際のトリッ
プについて、仮定したサービスレベルでDRTが導入
されたとした場合の利用意向を調査している。仮
定したサービス内容としては、利用料金は１回の
利用につき100円の定額制で、30分に1本運行して
いるものとし、利用希望時間の30分前までに電話

等で利用予約をすることで自宅まで迎えに来てく
れるが、乗合形式のため、利用者の人数によって
は移動時間が５分程度余分にかかるものとした。 
図-８をみると買物や通院など全行動目的の中で

１つでも利用したいとの回答者は全体の約半数で
あった。また、利用しないと答えた中でも将来的
には利用するかも知れないといった意見や、自分
は利用しないがこのようなサービスがあれば住み
やすい町になるとの回答もみられた。一方、利用
しないと回答した理由として、多かったものは予
約が面倒、歩いて外出することが適度な運動とな
ることから必要ではないとの意見であった。同様
に主な行動目的である買物、通院、娯楽目的でのD
RT利用意向についてみると、利用したいと回答し
た方は買物では32%、通院では36%、娯楽では9%と
の結果から、生活の中で重要度が高いものほどDRT
の利用意向は高いことが確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-８ DRTの利用意向 

 
図-８と図-９には現在の行動状況（１日あたり

の平均トリップ数）別のDRT利用意向について中心
部居住者と郊外居住者に分けて示したものである。
中心部居住者では外出状況によって大差はなく、
利用意向は40％程度だが、郊外居住者では１日の
トリップが2.0回以下のグループで特に利用意向が
高いことが確認できた。このことから郊外に居住
していて移動が不便などの理由によって現在の外
出が少ない高齢者で特にDRTのニーズが高いと考え
られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-８ 外出目的別のDRT利用意向（中心部居住者） 
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図-９ 外出目的別のDRT利用意向（郊外居住者） 

 
図-10と図-11にDRTのサービスレベルごとの利用

意向を示す。まず図-10の利用料金についてみると、
バスと同程度の料金である200円から300円までは
利用希望者はおよそ半分程度となっているが利用
料金がそれ以上になると利用希望者は極端に減少
してしまうことが確認できる。乗車場所までの距
離では、500mを超えてしまうと利用希望者はほと
んどいなくなることが分かった。DRTは原則として
はドアtoドアサービスとしているが、効率的に運
行するために乗車場所が希望する場所とは離れて
しまうことが考えられるが、そのような場合にも
移動距離を200m以内に抑えることで利用者の効用
を高めることができる。また、利用料金について
は目的により利用意向に差があるが、乗車場所ま
での距離では目的による差はなかった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 利用料金の利用限界水準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-11 乗車場所までの距離の利用限界水準 

４．交通手段選択モデル 
 
（１）交通手段選択モデルの概要 
高齢者の交通手段選択におよぼす影響を明らか

にすることを目的とし交通手段選択モデルを構築
した。選択肢はDRT、自動車（運転）、自動車（同
乗）、公共交通、徒歩・自転車の５つとし、サン
プル数は2,008トリップである。 
交通手段選択確率は、非集計多項ロジットモデ

ル（MNL）を用いて式（１）のように表され、それ
ぞれの選択肢の効用関数は式（２）で表される。 
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Ｐｉｎ：個人ｎが選択肢ｉを選択する確率 

Ｖｉｎ：個人ｎの選択肢ｉによる効用関数の確定項 

Ｖｊｎ：個人ｎの選択肢集合Ｊｎのｉ以外全ての   

選択肢ｊの効用関数の確定項 

Ｘｉｎｋ：個人ｎの選択肢ｉについてのｋ番目の   

説明変数 

βｋ：ｋ番目のパラメータ 

 

 
（２）交通手段選択モデルの推定結果 
各パラメータの推定結果を表-３に示す。パラメ

ータのｔ値はトリップ費用以外全て５％有意水準
を満たしており有意である。モデルの再現力を示
す自由度調整済み尤度比は0.39、的中率は60.5％
であった。 
完全共通変数であるトリップ費用、所要時間で

はパラメータの符号はともに負となっている。こ
れは一般的に交通手段を選択する際の理由から考
えても正しいことがわかる。 
自動車（運転）では年齢の増加とともに自動車

利用は選択しにくくなる傾向にある。自動車（同
乗）は女性や歩行能力に問題のある高齢者が選択
しやすいことがわかる。公共交通に関しては年齢
の増加によって公共交通機関は特に選択しにくい。
また、全ての係数が負の値ということから、既存
の公共交通は高齢者にとって効用の低いものであ
ると考えられる。DRTは年齢が比較的若いうちは選
択しやすいが、後期高齢者となると効用が低くな
ることが確認できる。 
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表-３ パラメータの推定結果 

 
 
５．ケーススタディ 
 

DRTの利用意向の最も高かった北部地域を対象に
DRT導入について検討を行う。表-４には交通手段
選択モデルの推定結果を、北部地域の実際の母集
団人口と一致するように、対象地域の年齢、性別
で拡大したものを示す。DRTを導入した場合、DRT
の利用者は他人が運転する自動車を利用していた
方や徒歩・自転車利用者が転換していることがわ
かる。 
 

 
表-４パラメータの推定結果 

１日あたりのトリップ数 
（トリップ） 交通手段 

DRTなし DRTあり 

DRT  135 
自動車（運転） 398 416 
自動車（同乗） 113 31 
公共交通 0 0 
徒歩・自転車 208 137 

合計 719 719 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-12 DRT運行ルート案 

 
運行ルートとしてはまず対象地域内で利用者を

迎えに行き、外出先として回答が多かった長岡駅
方面と見附市方面の２つのルートを図-12に示すよ
うに想定します。アンケート調査より目的地とし
て回答が多かったところは長岡駅方面では立川病
院やイトーヨーカドー、見附市方面ではPLANT５で
あった。 
DRTの利用料金を１回300円と仮定した場合の１

年間の収支を試算した結果を表-５に示す。利用料
金が300円の場合だと１年間の収入はおよそ１千50
0万円、支出はおよそ２千400万円で年間900万円程
度の赤字になることが試算からわかる。支出の削
減が期待できるものにオペレータ人件費とシステ
ム賃貸料と車両購入費がある。オペレータ人件費
は今回のケースでは１つの地域としているが、広
域でDRTを導入することで１つの地域あたりの費用
が軽減できる。また、高齢者が対象なので難しい
が、オペレータが必要ないシステムを開発するこ
とも考えられる。システム賃貸料についても全国

変数 係数 ｔ値 

トリップ費用 -0.001 -1.17 
所要時間 -0.070 -13.88 

70～74歳 -0.651 -4.02 
75～79歳 -2.153 -9.96 
性別（男性） 0.669 3.76 
中心部居住 -1.422 -8.35 
西部居住 -2.144 -10.49 
南部居住 -1.418 -7.72 
徒歩困難 0.986 3.37 

自動車 
（運転） 

選択肢固有定数 0.546 2.71 
65～69歳 2.012 7.38 
70～74歳 1.376 5.24 
性別（男性） -1.909 -7.79 
中心部居住 -1.422 -8.35 
西部居住 -2.144 -10.49 
南部居住 -0.788 -3.52 
徒歩困難 1.603 5.92 

自動車 
（同乗） 

選択肢固有定数 -2.619 -8.93 
65～74歳 -1.687 -4.93 
75～79歳 -3.973 -5.23 
徒歩困難 -1.866 -2.44 

公共交通 

選択肢固有定数 -1.387 -4.52 
65～74歳 0.894 3.63 
75～79歳 -0.568 -2.14 
性別（男性） -0.306 -2.12 
中心部居住 -0.675 -4.26 
西部居住 -1.151 -6.16 
徒歩困難 0.976 4.37 

DRT 

選択肢固有定数 0.615 2.09 

L(β) -1847.31 
lnL(0) -3052.12 
ρ２ 0.39 
ρ２ 0.39 
的中率 60.5% 

 

北部地域

①

②

発着点



共通の汎用システムを開発すること。そして車両
購入費に関しては専用の車両を購入するのではな
く、スクールバスなどの車両を活用することで費
用の削減が期待できDRTが導入できる可能性がある
ことがわかった。 
 

表-５ 年間の収支試算結果 

収入 

乗車料金収入 
48,600（人）×300（円） 

14,580,000 

支出 

ドライバー人件費（２名） 7,200,000 

燃料費 3,727,296 
修繕費 2,987,712 

オペレータ人件費 3,604,608 
通信費 1,100,000 

システム賃貸料 3,480,000 
車両購入費（２台） 1,800,000 

合計 23,899,616 

収入－支出 -9,319,616 

 
 
６．まとめ 
 
本研究では新潟県長岡市を対象としてアンケー

ト調査を行い、高齢者の移動手段を確保するため
の一施策としての利用者ニーズに即した交通サー
ビスを提供するために、高齢者の交通行動実態を
分析した。 
本研究の成果は、以下のようにまとめることが

できる。 
①交通手段は男性ではやはり、自動車の運転が
可能な年代では自動車利用が多いことが確認
できる。自動車（同乗）での移動については
自動車の運転免許の保有状況と関係している
が、男性ではほとんど無いが、女性では３割
程度を占めていることがわかる。 

②高齢者は移動距離が短い場合には居住地域に
かかわらず徒歩や自転車での移動が多いが、
移動距離が長くなるにつれて郊外居住者では
自動車利用が増加する。自動車運転免許があ
る高齢者では自動車での移動が８割と多く、
郊外居住者では自動車への依存が極めて強く、
自動車運転免許を持たない郊外居住者では外
出が少ないことがわかった。 

③高齢者の交通手段選択モデルを構築し、年齢
や性別、居住地域などが交通手段選択に与え
る影響を定量的に明らかにした。 

④DRT利用意向分析を行い、特に郊外居住で現在
の外出が少ない高齢者はDRTのニーズが高いこ
とが確認できた。また通院や買物など生活の
中での重要度が高い目的ほどDRT利用意向が高
いことがわかった。 

⑤オペレーションシステムの改良によって運行
経費の削減が期待でき、DRTの導入可能性があ
ることがわかった。 

 
今後の課題として、交通手段選択モデルの再現

性を向上させるためには、高齢者の多様性を表現
できる変数の導入やサンプル数の増加が必要であ
る。また、長岡市のような積雪寒冷地域において
は、冬の積雪期間では高齢者が外出することが困
難となり、社会活動に大きな影響を与えていると
いわれているので、冬季間のさらなる調査・分析
を行うことが必要であると考える。 
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